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第１ 調査の背景及び趣旨 

我が国は、2050 年までにカーボンニュートラルを目指すこととしており、「経済

財政運営と改革の基本方針 2023」（令和５年６月 16 日閣議決定）において、「2050

年カーボンニュートラルの実現に向け、我が国が持つ技術的な強みを最大限活用し

ながらＧＸ投資を大胆に加速させ、エネルギー安定供給と脱炭素分野で新たな需

要・市場を創出し、日本経済の産業競争力強化・経済成長につなげる」一環として、

「2035 年までに新車販売でいわゆる電動車（電気自動車、燃料電池自動車、プラグ

インハイブリッド自動車及びハイブリッド自動車）を 100％とする目標等に向け、

（略）充電・水素充てんインフラの整備（略）を支援する」こととしている。 

また、「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令和３年６月

18 日）においては、充電インフラの不足が電動車普及の妨げとならないよう、「公

共用の急速充電器３万基を含む充電インフラを 15 万基設置し、遅くとも 2030 年ま

でにガソリン車並みの利便性を実現することを目指す」とされている。 

上記政府目標を踏まえると、電気自動車（以下「EV」という。）充電サービスは、

今後、急速な成長が見込まれる市場であり、かつ、市場環境も大きく変化すること

が予想される。 

したがって、公正取引委員会は、充電インフラ整備における公正かつ自由な競争

を促進し、また、新規参入の活発化やイノベーションの促進を通じて、競争政策の

観点から、グリーン社会の実現を後押しすることを目的として、長距離移動時の電

欠（EV の駆動用バッテリーの残量がなくなり、走行できなくなること）を防ぐため

の急速な充電が特に求められる高速道路1（高速道路会社2が管理する道路に限る。

以下同じ。）における EV 充電サービスを対象とする実態調査を行った。 

 

第２ 調査対象、調査方法等 

１ 調査対象 

本実態調査では、高速道路における EV 充電サービスについて、高速道路会社、

EV 充電器設置者、EV 充電サービス事業者及びネットワークベンダーの取引に関し

て調査・検討を行った（EV 充電器設置者、EV 充電サービス事業者及びネットワー

クベンダーについては、後記第３の２において詳述する。）。 

 

２ 調査方法 

以下の計 16 者に対し、令和５年４月から同年５月にかけて、ヒアリング調査を

行った。 

                             
1 高速道路株式会社法（平成 16 年法律第 99 号）第２条第２項の高速道路をいう。以下同じ。 
2 東日本高速道路株式会社（以下「NEXCO 東日本」という。）、中日本高速道路株式会社（以下「NEXCO 中日

本」という。）、西日本高速道路株式会社（以下「NEXCO 西日本」という。）、首都高速道路株式会社（以下「首

都高」という。）、阪神高速道路株式会社（以下「阪神高速」という。）及び本州四国連絡高速道路株式会社

（以下「JB 本四高速」という。）をいう。以下同じ。 
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ア 高速道路会社 ６社 

イ 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構3（以下「機構」という。） 

ウ EV 充電器設置者、EV 充電サービス事業者及びネットワークベンダー ９社 

 

３ 海外当局との意見交換 

EV 充電サービスについては、海外の競争当局においても実態調査等の取組が行

われている。公正取引委員会は、実態調査の取りまとめの過程において、海外の競

争当局が実施している実態調査等における議論を参考にしつつ、先行して実態調査
4に取り組んだ英国競争・市場庁（Competition and Market Authority。以下「CMA」

という。）及び同国においてゼロエミッション車（走行時に二酸化炭素等を含む排

出ガスを出さない自動車）への移行に向けた振興策を実施している Office for 

Zero Emission Vehicles5（以下「OZEV」という。）との間で意見交換を実施した。 

 

第３ EV 充電の分類及び EV 充電サービスに関連する取引の概要 

１ EV 充電の分類 

⑴ 充電シーンによる分類 

EV は、EV ユーザーが日常的に最も滞在する場所（自宅等）に EV 充電器を設置

することで、ベースとなる燃料補給（基礎充電）を手軽に行い、充電することが

できる。 

また、目的地に設置された EV 充電器で、滞在中に燃料補給（目的地充電）を

行うことにより、充電することができる。 

他方、我が国で販売されている EV の一充電走行距離は、現状、180km～600km

程度であるところ、一充電走行距離を超える運転の際は、足りない分を補うべく、

目的地までの経路の途中で、燃料補給（経路充電）が必須となる。 

具体的には、それぞれ以下のような例6が挙げられるところ、高速道路のサー

ビスエリア・パーキングエリア（以下「SA・PA」という。）における EV充電は、

経路充電に分類される。 

ア 基礎充電：戸建住宅、マンション、月極駐車場等における充電 

イ 目的地充電：商業施設、宿泊施設等における充電 

                             
3 高速道路に係る道路資産の保有及び高速道路会社に対する貸付け、承継債務その他の高速道路の新設、改

築等に係る債務の早期の確実な返済等の業務を行うことにより、高速道路に係る国民負担の軽減を図ると

ともに、高速道路会社による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援することを目的とする独立行政法

人である。独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成 16 年法律第 100 号）に基づき、平成 17

年 10 月１日に設立された。 
4  Electric Vehicle Charging market study（令和３年７月 23 日）（ https://www.gov.uk/cma-

cases/electric-vehicle-charging-market-study（最終閲覧日：令和５年７月４日）） 
5 運輸省（Department of Transport）及びエネルギー安全保障・ネットゼロ省（Department for Energy 

Security and Net Zero）の一部局。 
6 充電シーンによる分類は、法令等によって定められているものではないが、経済産業省の補助事業におけ

る整理（一例として、令和４年度補正予算・令和５年度当初予算「クリーンエネルギー自動車の普及促進

に向けた充電・充てんインフラ等導入促進補助金」申請の手引き）の分類に即して記載した。 

https://www.gov.uk/cma-
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ウ 経路充電：高速道路の SA・PA、道の駅、コンビニ等における充電 

 

⑵ 充電方法による分類 

充電方法については、 

ア 普通充電：受電した交流電圧を EV に供給する EV 充電器（普通充電器）によ

る充電 

イ 急速充電：受電した交流電圧を直流電圧に変換して EVに供給する EV充電器

（急速充電器）による充電 

の二つに分類される。 

急速充電器は、普通充電器と比較して、短時間で大きな電力を EV に供給する

ことが可能であり、前記⑴の分類のうち、経路充電又は目的地充電に用いられる

ことが多い。高速道路会社からのヒアリングによれば、高速道路の SA・PA に設

置されている EV充電器は、全て急速充電器である。 

出力の目安は、一基当たりの定格出力（安定して出力し続けられる電力量）に

関し、普通充電器は 10kW 未満（３kW～６kW が多い。）、急速充電器は 10kW 以上

とされている7。一基当たりの定格出力が大きいほど、より短時間でより大きな

電力を EVに供給することが可能となる。 

 

（図表１）EV 充電の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各種公表資料等を基に公正取引委員会において作成。 

 

 

  

                             
7 経済産業省の補助事業における整理（一例として、令和４年度補正予算・令和５年度当初予算「クリーン

エネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等導入促進補助金交付規程（充電設備）」第３

条）を基に記載した。 
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２ EV 充電サービスの概要 

一部の高速道路会社を除き、高速道路の SA・PA における EV充電サービスの取引

関係は図表２のとおりである。 

 

（図表２）高速道路の SA・PA における EV 充電サービスの取引関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各者からのヒアリングを基に公正取引委員会において作成。 

 

図表２中、高速道路会社、機構、EV 充電器設置者、EV 充電サービス事業者及び

ネットワークベンダーとは、それぞれ次のとおりである。 

ア 高速道路会社及び機構 

高速道路会社とは、高速道路の新設、改築、維持等のほか、SA・PA 等の施設の

建設・管理等を行う事業者であり、機構とは、高速道路に係る道路資産の保有等

の業務を行う独立行政法人である。 

高速道路の SA・PA に EV 充電器を設置する場合、設置場所によっては、各高速

道路会社が所有する土地だけでなく、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構法第４条に基づき機構が保有する道路資産を占用する必要が生じることが

ある。道路占用許可に係る手続自体は、現在、機構ウェブサイト8において、申請

書類の様式や審査基準等が掲載されており、許可申請の流れが紹介されているほ

か、手続の際には、各高速道路会社が窓口となる9ことが案内されている。 

 

                             
8 https://www.jehdra.go.jp/torikumi/senyou.html（最終閲覧日：令和５年７月４日） 
9 道路整備特別措置法（昭和 31 年法律第７号）第８条第５項において、機構に提出すべき申請書その他の

書類は、高速道路会社を経由しなければならないこととされている。 

 

https://www.jehdra.go.jp/torikumi/senyou.html
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イ EV 充電器設置者 

EV 充電器設置者とは、自ら投資して EV充電器を設置し、その運用コストを負

担する事業者である。 

図表２中※３及び後記３のとおり、高速道路の SA・PA においては、EV 充電器

設置者が、自ら設置した EV 充電器を用いて、EV充電サービスを提供している（す

なわち、後記ウの EV 充電サービス事業者を兼ねている）場合が多い。 

また、EV 充電器設置者は、自らが設置した EV 充電器を用いて EV 充電サービ

スを提供したい特定の事業者に対し、当該 EV充電器の利用権を与えている一方、

当該事業者からは利用料を徴収している。 

さらに、EV 充電サービス事業者の会員（後記ウ参照）でない EV ユーザーから

は、直接充電料金（ビジター料金）を徴収している。 

急速充電器を設置している EV充電器設置者の主な例としては、高速道路の SA・

PA 以外の場所も含めると、株式会社 e-Mobility Power（以下「eMP」という。）

のほか、自動車メーカー、ENEOS 株式会社、株式会社プラゴ、商業施設、宿泊施

設等が挙げられる。加えて、一般的に急速充電器の方が普通充電器よりも EV 充

電器本体の価格も高額であり、電気料金等の運用コストもかさむため参入障壁が

高いところ、ユビ電株式会社など普通充電器を設置していた事業者が、急速充電

器も設置する動きが近時みられるようになっている。 

 

ウ EV 充電サービス事業者 

EV 充電サービス事業者とは、EV 充電器を用いて EV ユーザーに EV 充電サービ

スを提供する事業者であり、高速道路の SA・PA に設置されている EV 充電器の利

用権を得て、会員制により、EV ユーザーに対し、EV 充電サービスを提供してい

る。 

高速道路の SA・PA において EV 充電サービスを提供する EV 充電サービス事業

者は、「充電カード」（後記４参照。なお、本報告書において「充電カード」と

は、後記４に記載の事業者が発行するものに限る。）を発行しており、EVユーザ

ーから徴収する充電料金に関しては、月額固定会費を設定した上で、充電時間に

応じた都度課金も行っており、それらの料金体系は、EV 充電サービス事業者ごと

に様々である。 

急速充電器を用いている EV 充電サービス事業者の主な例としては、高速道路

の SA・PA 以外の場所も含めると、eMP のほか、自動車メーカー、ENEOS 株式会社、

株式会社プラゴ等が挙げられる。 

 

エ ネットワークベンダー 

ネットワークベンダーとは、EV 充電器設置者に対し、通電管理や充電料金の収

受に必要なログ管理をするための「充電器管理システム」を提供したり、EV 充電

サービス事業者に対し、自らの会員の管理をするための「会員管理システム」を
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提供したりする事業者である。 

このようなシステムは、EV 充電器の通電状況等を遠隔地から確認できるよう

にするため、また、会員認証や課金を円滑に行うために必要となる。 

EV 充電器設置者又は EV充電サービス事業者がネットワークベンダーに支払う

料金は、月額基本料金や充電の都度発生する手数料などネットワークベンダーご

とに様々である。 

ネットワークベンダーの主な例としては、株式会社エネゲート、トヨタコネク

ティッド株式会社、日本電気株式会社、BIPROGY 株式会社等が挙げられる。また、

EV 充電器設置者かつ EV充電サービス事業者である eMP は、ネットワークベンダ

ーでもある。 

なお、「充電器管理システム」や「会員管理システム」は、各ネットワークベ

ンダーが独自規格等で構築している場合があるが、各ネットワークベンダーが構

築したシステム間の通信を可能とすることにより、異なる EV 充電サービス事業

者が提供する EV 充電サービスの円滑な相互利用連携を実現するなどの目的で標

準規格等10が策定されている。 

 

３ 高速道路の SA・PA における EV 充電器の設置状況 

高速道路の SA・PA に設置されている EV 充電器には、１基の EV 充電器で同時に

複数の EVと接続することが可能な複数口のものがある。例えば、eMP が、新東名高

速道路浜松 SA（下り）に設置している EV 充電器（図表３）の場合、左側に設置さ

れている EV 充電器１基に対して、吊下げ式のコネクタ付ケーブルが６本存在する

ため、同時に最大で６台の EV を充電することができる。 

令和５年３月 31 日時点で、高速道路の SA・PA に設置された EV 充電器の１口当

たりの最大出力は、設置された EV充電器の新旧により区々であり、20kW～150kW ま

でかなりの幅がある11。また、１基当たりの最大口数は６口である。 

  

                             
10 異なる機種間の情報伝達方式や接続方法などに関する統一された基準のこと。例としては、EV 充電器と

充電器管理システムとの通信に係る規格である OCPP（Open Charge Point Protocol。オランダに本部を置

く Open Charge Alliance が策定している。）や、充電器管理システムと会員管理システムとの間の通信の

国際的な標準インターフェース（必要となる情報の取り出し方）である OCPI（Open Charge Point Interface。

オランダに本部を置く EVRoaming Foundation が策定している。）が挙げられる。 
11 我が国において、高速道路の SA・PA 以外の場所で高出力の急速充電器を提供しているのは Tesla Motors 

Japan合同会社であり（最高出力250kWである「SuperchargerV3」を提供）、海外では、例えば英国のGridserve 

Sustainable Energy Limited は最高出力が 350kW である急速充電器を提供している。 
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（図表３）複数口を有する EV 充電器の例 

 

 

 

 

 

 

 

出典：eMP 提出資料 

 

全国の高速道路の SA・PA に現在設置されている EV 充電器の設置基数（EV 充電

器本体の基数）及び設置口数（EV 充電器本体と EV を接続する部分の数であり、す

なわち EV充電器本体で一度に充電できる EV の台数である。）は図表４のとおりで

ある。 

 

（図表４）高速道路の SA・PA における EV 充電器の設置数 

（令和５年３月 31日時点）    

高速道路会社名 設置基数 設置口数 

NEXCO 東日本 155 183 

NEXCO 中日本 129 169 

NEXCO 西日本 141 159 

首都高 9 14 

阪神高速 6 6 

JB 本四高速 5 5 

合計 445 536 

出典：各高速道路会社提出資料を基に公正取引委員会において作成。 

 

また、高速道路の SA・PA における EV 充電器設置者の内訳は、図表５のとおりで

ある。 

 

（図表５）高速道路の SA・PA における EV 充電器設置者の内訳 

（令和５年３月 31日時点）    

設置者 設置基数 割合 

eMP 439 98.7％ 

高速道路会社 6 1.3％ 

合計 445 100.0％ 

出典：各社からのヒアリングを基に公正取引委員会において作成。 

 

EV 充電器 
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このうち、eMP が EV 充電器設置者となっている EV 充電器（439 基）については、

eMP 自らが EV 充電サービス事業者として EV 充電サービスを提供しているほか、

「充電カード」を発行する EV 充電サービス事業者は、eMP が設置した EV 充電器の

利用権を eMP から購入して、eMP が設置した EV 充電器を利用して自社の会員に対

する EV 充電サービスを提供している。 

そして、高速道路会社が EV 充電器設置者となった EV 充電器（６基）については、

契約により、eMP が当該 EV 充電器の利用権を得ており、「充電カード」を発行する

EV 充電サービス事業者は eMP から当該利用権を購入するため、当該 EV充電サービ

ス事業者の会員も、EV充電器を利用することができる。 

 

４ 高速道路の SA・PA における EV 充電器の主な利用方法 

高速道路の SA・PA において、EV ユーザーが EV 充電サービス事業者の会員とし

て会員料金12で EV に充電することを希望する場合には、EV 充電器の利用認証のた

めに必要な「充電カード」を保有する必要がある。 

また、「充電カード」には、あらかじめクレジットカード情報などを登録してい

るため、EV充電サービス事業者の会員となったEVユーザーは、充電料金の決済も、

「充電カード」を使って行っている。 

令和５年６月１日現在、「充電カード」を発行している EV 充電サービス事業者

は、eMP のほか、株式会社 JTB、トヨタ自動車株式会社、日産自動車株式会社、本

田技研工業株式会社、三菱自動車工業株式会社、ジャガー・ランドローバー・ジャ

パン株式会社、ビー・エム・ダブリュー株式会社、フォルクスワーゲングループジ

ャパン株式会社及びメルセデス・ベンツ日本株式会社である。 

個々の EV充電器により多少の違いはあるが、高速道路の SA・PA に設置されてい

る EV 充電器の主な利用方法は、次の図表６及び図表７のとおりである。充電料金

の決済は、「充電カード」を保有している場合には、「充電カード」の発行時に登

録したクレジットカードにより月額固定会費と併せて決済され、保有していない場

合は、基本的には認証サイトで登録したクレジットカードにより決済される。 

 

  

                             
12 充電料金は、ほとんどの場合、「充電カード」を保有していない場合の方が、保有している場合より割高

である。 
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（図表６）「充電カード」を保有している EV ユーザーの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各種公表資料等を基に公正取引委員会において作成。 

 

（図表７）「充電カード」を保有していない EVユーザーの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各種公表資料等を基に公正取引委員会において作成。 

 

第４ EV 充電器をめぐる取引の現状と競争政策・独占禁止法上の考え方 

１ 高速道路の SA・PA への参入状況 

⑴ 現状 

前記第１のとおり、「経済財政運営と改革の基本方針 2023」等において、2035

年までに新車販売でいわゆる電動車を 100％とする目標等に向け、充電・水素充

てんインフラの整備を支援することとされており、経済産業省及び国土交通省が

令和５年３月 29 日に発表した「高速道路における電動化インフラ整備加速化パ

ッケージ」（以下単に「パッケージ」という。）13においては、「充電器の大幅

増加と高出力化・複数口化を促し、利用者がいつでも快適に EV 充電できる環境

                             
13 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/automobile/highway_package.html 

https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001656.html（いずれも最終閲覧日：令和５年７月４

日） 

 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/automobile/highway_package.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001656.html
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をめざす」とされている。 

また、これと同日に、NEXCO 東日本、NEXCO 中日本及び NEXCO 西日本（以下「NEXCO

３社」という。）は、NEXCO３社が管理する高速道路の SA・PA に EV 充電器を設

置している eMP と連携して、2025 年度までに約 1,100 口の整備を予定している

旨を公表している14。 

当該公表資料においては、NEXCO３社は、eMP の前身である合同会社日本充電サ

ービス（以下「NCS」という。）15及びジャパンチャージネットワーク株式会社（以

下「JCN」という。）16を共同事業者として、高速道路の SA・PA における EV 充電

器の整備・運営を進めてきたことが記載されている。 

NEXCO３社は、約 10 年前に EV 充電器の設置及び運営を行う事業者を公募した

が、その際に締結された共同事業に係る協定（資産の帰属や EV 充電器の設置の

ために必要な工事等の役割分担を取り決めているもの。具体的な条件は NEXCO３

社ごとに異なるが、主に NEXCO３社が EV 充電器設置のための基礎や駐車マスの

整備等のインフラ部分の整備を担当し、eMP（NCS 及び JCN を含む。以下同じ。）

は EV 充電器の設置、管理及び運営を行うこととされている17。）が現在も存続し

ているため、以降公募は行われていない。実際、前記第３の３の図表５のとおり、

高速道路の SA・PA に現在設置されている EV 充電器の約 98.7％は、eMP によって

設置され、EV充電器の新規設置だけでなく、設置後の入替えも、NEXCO３社との

共同事業の一環として、eMP によって行われてきており、2025 年度に向けた新規

設置についても、eMP が担うことが念頭に置かれている。 

このように、現状、eMP 以外の EV 充電器設置者が、高速道路の SA・PA に EV 充

電器を設置することが想定されているとは言い難い状況にある。 

 

⑵ ヒアリング結果 

ア 高速道路会社からのヒアリング結果 

高速道路会社からのヒアリングにおいては、 

・ EV の駆動用バッテリーの残量がなくなり、走行できなくなる、いわゆる電

欠の防止のためには、当社管内の道路の SA・PA に EV 充電器を網羅的に整備

する必要があると考えており、特定の道路など、局所的な設置・運用は想定

していない。 

・ 電欠の防止のためには、需要の多いエリアに限定して EV 充電器を設置さ

れるのは望ましくない。実際に一般道で見られた事例のように、EV 充電器を

                             
14 一例として、https://www.e-mobipower.co.jp/news/2521/（最終閲覧日：令和５年７月４日） 
15 NCS は、平成 26 年５月に設立され、EV 充電サービス事業等を営んでいた。eMP は、令和３年４月に NCS

の事業を承継した。 
16 JCN は、平成 24 年２月に設立され、EV 充電サービス事業、ネットワークベンダー事業等を営んでいた。

eMP は、令和５年４月に JCN を吸収合併した。 
17 一例として、https://corp.w-nexco.co.jp/corporate/release/hq/h26/0129a/（最終閲覧日：令和５年

７月４日） 

https://www.e-mobipower.co.jp/news/2521/
https://corp.w-nexco.co.jp/corporate/release/hq/h26/0129a/
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設置したが需要がなかったから撤退する、といった考えでは困る。当社とし

ては、需要がないエリアにおいても事業を継続してくれる事業者と手を組み

たい。 

・ 電欠防止のためには、収益性の高低にかかわらず、あらゆる箇所で統一的

なサービスを提供する形で EV 充電器を設置してもらうことは必須であると

考えている。共同事業者は、公募によって選定した。この条件を満たすのは、

公募を行った約 10 年前には、事実上 eMP しか存在しなかったため、今日に

至るまで同社と共同事業を実施してきた。 

との説明があった。 

 

イ EV 充電器設置者及び EV 充電サービス事業者からのヒアリング結果 

高速道路の SA・PA に既設の EV 充電器のうち、ほとんど全てを設置している

eMP からのヒアリングにおいては、 

・ 一部を除く高速道路における充電インフラの整備・運営については、高速

道路会社との共同事業として実施している。高速道路の SA・PA への EV 充電

器の設置については、工事費用に対する補助金額が、他の設置場所（高速道

路以外の経路充電、目的地充電や基礎充電）に比べて高い補助金上限額では

あるが、それでも当社が負担する金額も多いのが現状であり、また、設置後

の運用コストも高い。それでも、社会インフラとして欠かせないため、EVの

普及に先行して全国の SA・PA に設置を進めてきた。 

との説明があった。 

他方、現在、高速道路の SA・PA に参入していない EV 充電器設置者及び EV

充電サービス事業者からのヒアリングにおいては、 

・ 高速道路の SA・PA の中でも、利用者の多い SA・PA に新規参入したい。EV

は、技術の進歩により、航続距離が延びてきており、また、EV ユーザーは自

宅充電を充電の主軸としている。このような前提を踏まえると、交通量の多

い東名高速道路や新東名高速道路の SA・PA のほか、交通量の少ない高速道

路においては、ジャンクションがあるような交通の要に急速充電器を設置す

れば十分である。今後、技術の進歩が一層進むことが見込まれる中で、利用

者が少なく儲からないところにまで、EV 充電器を網羅的に設置しなければ

ならないというのが参入条件だとすると、非効率である。 

・ 高速道路の SA・PA には、機会があればぜひ参入したいが、需要の少ない

場所にも網羅的に設置することが条件であるならば、参入は困難である。 

との意見が示された。 

 

ウ 機構からのヒアリング結果 

機構からのヒアリングにおいては、「道路占用許可の審査基準については道
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路法18及び同施行令19等で全て規定されており、広く一般に公表されているた

め、機構独自に審査基準を設けたり、EV充電器の設置を検討している事業者向

けの案内を行ったりはしていない。なお、道路占用許可に関する制度概要や許

可申請手続の内容等については機構のウェブサイトに掲載している20。」との説

明があった。 

他方、当委員会において機構のウェブサイト等を確認したところ、参照すべ

き通達の一部21が確認できなかったが、その点については、「機構では、関係法

令・通達は、国土交通省のウェブサイト又は e-Gov に掲載されていると認識し

ているが、実際の掲載状況については把握していない。」とのことであった。 

 

⑶ 独占禁止法・競争政策上の考え方 

前記第１のとおり、政府目標として急速充電器を３万基設置し、遅くとも 2030

年までにガソリン車並みの利便性を実現するよう、強力に整備を進めることとさ

れている。 

前記第３の３の図表４及び図表５によれば、令和５年３月 31 日時点で高速道

路の SA・PA においては、445 基 536 口の EV 充電器が設置されており、そのうち

98.7％の EV 充電器を eMP が設置している。 

高速道路会社が公募を行った約 10年前の時点では、高速道路の SA・PA におけ

る EV 充電器設置者となり得る事業者が、事実上 eMP に限られていたことを踏ま

えると、「2050 年カーボンニュートラル」の政策方針決定前から、同社が一部の

高速道路会社との間で実施してきた共同事業は、我が国の高速道路の SA・PA に

おける EV充電器の設置の推進に対して一定の貢献があったと評価できる。 

しかしながら、高速道路以外の場所では自ら EV充電器を設置して EV 充電サー

ビスを提供する事業者が複数存在するようになっている中、今後も、高速道路の

SA・PA の EV 充電器のほぼ全てが、当初の公募により選定された一事業者によっ

て設置され続けるという状況では、競争者が存在する場合と比較して、事業者の

創意工夫による多様なサービスが出現しづらいことから、更なる高出力化に対応

した EV 充電器への入替えが適時に進みづらいなど、EV充電器のイノベーション

に即応できないという問題が生じるおそれがある。 

したがって、上記のような問題が生じることがないよう、市場メカニズムを働

                             
18 昭和 27 年法律第 180 号。 
19 昭和 27 年政令第 479 号。 
20 https://www.jehdra.go.jp/pdf/torikumipdf/shinsakijun.pdf（最終閲覧日：令和５年７月４日） 
21 例として以下のものが挙げられる。 

・ 「自動車駐車場等における占用の場所の基準の適用について」（令和３年９月 24 日付け路政課道路利用

調整室企画専門官事務連絡） 

・ 「電気事業法等の一部改正に伴う関係通知の一部改正について」（令和４年３月 30 日付け国道利第 47

号道路局長通達） 

・ 「電気事業法等の一部改正に伴う道路占用関係事務等の取扱いについて」（令和４年３月 30 日付け国道

利第 45 号路政課長他通達） 

 

https://www.jehdra.go.jp/pdf/torikumipdf/shinsakijun.pdf
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かせる、すなわち公正かつ自由な競争を通じて資源の効率的な利用を促し、企業

の活力向上、消費者の効用増大、イノベーションの活性化等を図るという観点か

らは、今後、EV充電器の新規設置や入替えに当たって、高速道路会社は、複数の

事業者から EV 充電器設置者を選定することが、競争政策上望ましく、将来的に

は、EV 充電器設置者の新規参入を促進することにより、EV 充電サービスの競争

が活発化することが望まれる。 

もっとも、利用頻度が高い SA・PA のみへの新規参入が集中した場合22には、こ

れまで、利用頻度が低い SA・PA も含めた設置を進めてきている既存事業者の収

益が低下し、結果として採算が厳しい地域の EV 充電器を維持することが困難に

なるという考え方もあり得る。 

このような点も踏まえつつ、EV 充電器のイノベーションの促進や、EV 充電サ

ービスの競争を確保する観点からの議論は不可欠であることから、今後、我が国

における EV 充電インフラの整備に係る政策の在り方23について、関係省庁であ

る経済産業省及び国土交通省において議論を深めるべきである。公正取引委員会

としても、競争政策の観点から、本議論に参画することとする。 

さらに、将来的な新規参入者の参考に資するため、機構において、高速道路の

SA・PA に EV 充電器を設置する際に参照すべき法令・通達等を網羅的に掲載する

ことが望まれる。 

その上で、EV 充電器設置者及び高速道路会社が、以下のような行為をした場合

には、独占禁止法上問題となるおそれがあるため、留意して事業を行う必要があ

る。 

① EV 充電器設置者が、高速道路会社に対し他の EV 充電器設置者と取引しな

いよう拘束する条件を付けて取引する行為や、高速道路会社に他の EV 充電

器設置者との取引を拒絶させる行為により、当該他の EV 充電器設置者にと

って代替的な取引先を容易に確保することができなくなり排除される又は

その取引の機会が減少するような状態をもたらすおそれが生じる場合（私的

独占又は拘束条件付取引） 

② 高速道路会社が、特定の EV 充電器設置者に対して、取引の条件等につい

て、合理的な理由なく差別的な取扱いをし、差別を受ける当該 EV 充電器設

置者の競争機能に直接かつ重大な影響を及ぼすことにより公正な競争秩序

                             
22 局所的な新規参入がなされる場合において、新たに設置される EV 充電器が、ネットワークベンダーが構

築する独自規格等（第３の２エ参照）に対応しているときは、統一的なサービスを提供する形での EV 充電

器の設置が必ずしも担保され得ない可能性があり、統一的なサービスの提供を担保する観点から、OCPP や

OCPI のような標準規格等を用いる形で EV 充電器の設置を進めることが考えられる。 
23 脚注４の実態調査において、CMA は、高速道路における EV 充電サービスへの新規参入を阻害している費

用を公的基金により賄い、本市場における競争を促進することを提言しており、OZEV は本提言に対して返

答する形で、競争の重要性に同意することを示しつつ、公的基金を活用していくことを明らかにしており、

こうした海外における取組等も参考にした政策を検討することが考えられる（Government response to t

he CMA’s Electric vehicle charging market study（令和４年３月 25 日）（https://assets.publishing.

service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1062838/government-respo

nse-to-the-cma-electric-vehicle-charging-market-study.pdf（最終閲覧日：令和５年７月４日）））。 

https://assets.publishing.


 

14 

 

に悪影響を与える場合（私的独占又は差別取扱い） 

 

２ 高速道路の路外に設置された EV 充電器の活用 

⑴ 現状 

前記第４の１⑴のパッケージにおいては、「料金調整により、路外の充電器も

利用可能な制度や新たな課金・決済の導入について、関係機関と連携のうえ、R6

年度から順次実施できるよう検討を進める」こととされている。 

これは、本来であれば、高速道路を一度退出して再進入した場合には、改めて

ターミナルチャージ24が課されたり、走行距離のカウントがリセットされたりす

るところ、高速道路の路外に設置された EV 充電器を利用する場合において、所

定の要件を満たすときに限り、料金調整により高速道路への再進入に係るターミ

ナルチャージを免除し、長距離逓減25を継続させる制度（以下この取組を「一時

退出」という。）を導入することにより、高速道路周辺の EV 充電器を活用しよ

うとする取組である。 

ただし、このような一時退出を認めることは、「路外の EV 充電施設を利用す

る目的に限定するため、路外の EV 充電施設の利用日時、利用箇所等の利用情報

と高速道路の利用情報を連携」すべく、一時退出後に利用できる EV 充電器の利

用料金（充電料金）の課金・決済の手段として、「ETC カード等」を用いること

を案として示している。 

一時退出が認められるためのその他の所定の要件については、高速道路会社か

らのヒアリングでは、現時点においては検討中としており、具体的に明らかにな

っていない。一時退出に係る先行事例としては、まず、平成 29 年５月から、NEXCO

３社が実施している、道の駅への一時退出に係る社会実験26が挙げられる。当該

社会実験は ETC2.0 搭載車が対象とされているが、ETC2.0 とは、無線通信技術を

使って自動的に高速道路の通行料金を支払うシステムである ETC（Electronic 

Toll Collection System）に、渋滞回避ルート案内等の運転支援情報を提供する

ITS（Intelligent Transport Systems：高度道路交通システム）スポットサービ

スなどの複数サービスを、一つのプラットフォームとして提供するもの27であり、

                             
24 利用距離によらず、高速道路の利用１回ごとに徴収される料金のこと。具体的には、NEXCO 東日本、NEXCO

中日本、NEXCO 西日本又は首都高が管理する高速道路の場合は 150 円、阪神高速が管理する高速道路の場

合は 250 円、JB 本四高速が管理する高速道路の場合は 150 円（普通・ETC 車）とされている。 
25 具体的には、NEXCO 東日本、NEXCO 中日本又は NEXCO 西日本が管理する高速道路において、走行距離が 1

00km を超え 200km までの部分について 25%割引、200km を超える部分について 30%割引を行うこと。なお、

令和５年１月 20 日付の国土交通省の公表資料（https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_00162

2.html（最終閲覧日：令和５年７月４日））によれば、深夜割引が適用される時間帯の長距離逓減について

は、令和６年度中を目途に見直すこととされている。 
26 https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_000803.html（最終閲覧日：令和５年７月４日） 
27 例えば、ETC2.0 を利用することで、全国の高速道路に設置された ITS スポットとの高速・大容量（ETC

の４倍）かつ双方向通信による運転支援サービスを受けることができる。具体的には、最大 1,000km 分の

道路交通情報をはじめ、前方状況のカメラ画像（静止画）、音声情報等の提供を受けることができる。 

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_00162
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_000803.html
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平成 28 年から利用開始されている。令和５年３月現在、高速道路における ETC

利用台数は、全車種合計で一日当たり約 833 万台、利用率は 94.3％となってお

り、そのうち ETC2.0 の利用台数は約 264 万台、利用率は 30.0％にとどまってい

る28。 

その他の一時退出に係る先行事例としては、阪神高速が平成 21 年２月から実

施している路外パーキングサービス29や、NEXCO 東日本が平成 28 年４月30から実

施している高速道路外ガソリンスタンド給油サービス社会実験（ETC 車限定）31、

も挙げられるが、いずれも一時退出の対象は従来型を含む ETC の搭載車とされて

おり、ETC2.0 の搭載車に限定されていない。 

 

⑵ EV 充電器設置者、EV 充電サービス事業者及びネットワークベンダーからのヒ

アリング結果 

EV 充電器設置者、EV 充電サービス事業者及びネットワークベンダーからのヒ

アリングにおいては、EV充電のための一時退出の取組に対し、肯定的な意見が示

されたが、一時退出後に利用できる EV 充電器に関し、特定の事業者が設置した

EV充電器又は特定の事業者が提供する EV充電サービスに限定されてしまうので

はないかと懸念する意見も示された。 

他方、具体的な運用に関し、EV 充電器の利用に係る課金・決済を ETC カードで

行うことについては、eMP を含むいずれの EV 充電サービス事業者も、前記第３

の４のとおり、現状、「充電カード」又は認証サイト経由で EV ユーザーが登録

したクレジットカードによって決済を行っており、高速道路の通行料金を支払う

ための仕組みである ETC カードで決済を行えるよう対応する実態はないところ、 

・ 汎用的な決済端末では対応できない ETC カードの専用認証機は高額であり、

投資コストがかかる。高速道路会社が、EV 充電のための一時退出だったかどう

かを確認するためだけであれば、充電の履歴を、充電器管理システムから API

連携（API（Application Programming Interface）という、他のシステムの機

能やデータを安全に利用するための接続方式を用いたデータ連携）をすること

により確認するなど、ほかにも方法があると思う。 

・ ETC は、自動車のパワートレイン（動力源）等を判別する機能を有している

ため、高速道路の出入口において、入退出車が EV かどうかといったことや、

自動車登録番号等を既存の機能で確認することができる。したがって、EV充電

のための一時退出だったかどうかを確認する手段として、EV 充電器利用に係

                             
28 https://www.mlit.go.jp/road/yuryo/etc/riyou/index.html（最終閲覧日：令和５年７月４日） 
29 https://www.hanshin-exp.co.jp/drivers/ryoukin/services/parkingmoniter/（最終閲覧日：令和５年７

月４日） 
30 磐越自動車道新津 IC（上下線）においては平成 28 年４月から、東北自動車道十和田 IC（下り）におい

ては平成 29 年７月から継続して一時退出の取組が行われている。 
31 https://www.e-nexco.co.jp/news/important_info/2023/0331/00012412.html（最終閲覧日：令和５年７

月４日） 

https://www.mlit.go.jp/road/yuryo/etc/riyou/index.html
https://www.hanshin-exp.co.jp/drivers/ryoukin/services/parkingmoniter/
https://www.e-nexco.co.jp/news/important_info/2023/0331/00012412.html
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る課金・決済手段を ETC カードに限定するのであれば、その必要性はない。む

しろ、１基しか EV 充電器がない箇所に ETC のアンテナも設置するのは投資コ

ストがかかるので、一時退出で利用してもらう EV 充電器の設置や既存充電器

の活用にとって、ディスインセンティブにしかならない。 

・ ETC カードでの決済に限定するか否かは、様々な方法を検討した上で、コス

トを踏まえて決定してほしい。 

との意見が示された。 

 

⑶ 競争政策上の考え方 

EV 充電のための一時退出が認められた場合、高速道路を利用する EV ユーザー

にとって、EV 充電に係る選択肢が広がるだけでなく、高速道路の路外に設置され

た EV 充電器が、高速道路の SA・PA に設置されている EV 充電器に対する競争圧

力として機能し、EV 充電のサービスや料金等の競争が促進されることが期待さ

れる。 

したがって、一時退出を認める要件の検討に当たっては、一時退出後に利用で

きる EV 充電器に関し、特定の事業者が設置したもの、又は、特定の事業者が提

供する EV充電サービスに限定しないことが、競争政策上望ましい。 

また、EV充電器設置者及び EV充電サービス事業者からのヒアリングによれば、

現在日本国内において設置されている EV充電器のうち、ETC カードによる課金・

決済に対応したものは確認されず、EV 充電器の利用日時、利用箇所等の利用情報

と高速道路の利用情報との連携が目的であれば、他の方法があり得る旨の説明も

踏まえると、一時退出を認める要件については、実態に即した柔軟な制度設計が

なされることが、高速道路外で EV 充電サービスを提供する事業者の参入を促進

し、一時退出の取組の実効性を高めるとともに、高速道路の SA・PA に設置され

た EV 充電器に対する競争圧力を高めることにつながると考えられる。 

ゆえに、EV 充電のための一時退出の取組の具体的な運用については、可能な限

り、大きな設備投資を必要としない方策を検討し、ETC カード以外の決済手段も

認めるようにすることが、競争政策上望ましい。 

さらに、高速道路の路外に設置された EV充電器を、高速道路の SA・PA に設置

されている EV 充電器に対する競争圧力として有効に機能させるという観点から

は、可能な限り多くの EV ユーザーが含まれるよう、EV 充電のための一時退出の

対象を ETC2.0 等の特定の技術に対応したシステムを搭載した車に限定しないこ

とが、競争政策上望ましい。 

 

第５ 公正取引委員会の今後の取組 

本報告書においては、高速道路における EV 充電サービスについて、高速道路会

社、機構、EV 充電器設置者、EV 充電サービス事業者及びネットワークベンダーを

対象にヒアリング調査を実施した上で、独占禁止法及び競争政策上の考え方を明ら
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かにした。 

公正取引委員会としては、本報告書で示した考え方を経済産業省及び国土交通省

に申し入れることにより、これらの機関や高速道路会社、EV 充電器設置者及び EV

充電サービス事業者において、具体的な対応策の検討や自主的な取組が行われ、高

速道路における EV 充電サービスについて公正かつ自由な競争が促進されることを

期待する。 

加えて、今後、高速道路における EV 充電サービス及び関連するサービスを担う

能力・技術を有する新たな事業者の参入も想定される中で、市場の動向を注視し、

独占禁止法上問題となる具体的な案件に接した場合には、厳正・的確に対処してい

く。 

 

以上 


